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※二重線は、分割方式を選択した場合の分割箇所を示すものです。 

令和８年９月15日通告                            （代表質問） 

質問日   令和８年９月 25日（金） 質問方式 分割方式 

質問順位 １ 会派名 自由民主党浜松 議席番号 16 氏名 小野田 康弘 

表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

１ 国が示す地域未

来戦略の理念と市

長の思いについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 骨太の方針 2026

の影響について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 大規模災害時の

受援体制について 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年７月、政府はこれまでの「地方創生に関する総合

戦略」を変更した「地域未来戦略」を閣議決定し、新た

な方向性を示した。この戦略では、特に「強い経済」の

実現を掲げ、地域産業の競争力強化と持続的な経済成長

が強調されている。 

本市においても、ものづくり産業を中心とした産業基

盤があり、今後、この地域未来戦略の理念をいかに市政

に反映させるかが重要な課題であると考える。 

ついては、以下伺う。 

(1) 国が示す「地域未来戦略」における「強い経済」の理

念について、市長はどのように認識し、これをどのよう

に本市の市政運営に取り入れていくのか、考えを伺う。 

(2) 国の戦略を市で具現化するには、庁内横断的な体制構

築や外部専門家の視点が不可欠と考えるが、現在、どの

ような推進体制が整備されているのか、また今後、どの

ような議論を進めていくのか、考えを伺う。 

 

骨太の方針2026では、国の財政運営が従来の「ＰＢ黒

字化中心」から転換し、債務残高対ＧＤＰ比の安定的低

下を軸とした「責任ある積極財政」へと大きく舵を切っ

た。これにより、補正予算依存からの脱却、物価・人件

費の増加を当初予算に確実に反映する方針、さらに「強

く豊かな日本」投資枠の創設など、地方自治体の予算編

成に直結する変更が示されている。 

  ついては、令和９年度地方財政の課題では、物価・委

託料・人件費の増加を当初予算で確実に反映する方針が

示されていることから、令和９年度当初予算において、

本市の財政運営・政策形成にどのように反映していくの

か伺う。 

 

能登半島地震や熊本地震では、全国の地方自治体から

対口支援により多くの職員が派遣され、被災自治体の災

害対応を支えたところである。本市においても、南海ト

ラフ地震等の大規模災害が発生した場合、市職員のみで

対応することは困難であり、他都市からの応援職員を円

滑に受け入れるための受援体制を平時から構築してお

くことが重要であると考える。 

そこで、本市における大規模災害時の受援体制の現状

及び今後の取組について伺う。 

 

中野市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

清水危機管理

監 

 

 

 

 

 

 

 

 



  （ 4 枚中 2 枚目） 

 

表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

４ 上下水道施設の

災害対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 学校トイレの環

境整備について 

 

 

 

 

 

６ 中小企業支援に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 観光政策につい

て 

 

 

 

 

近年、全国で発生した地震・豪雨災害では、浄水場の

機能停止、配水池の破損、基幹管路の断絶、マンホール

の浮上、浄化センターの浸水など、上下水道施設が甚大

な被害を受け、断水・下水処理停止が長期化する事例が

相次いだ状況を踏まえ、本市の上下水道の災害対策につ

いて、以下伺う。 

(1) 本市の浄水場・配水池、浄化センター等の急所施設の

老朽化対策及び耐震化について、進捗状況と課題を伺

う。 

(2) 近年の人件費・資材費の高騰を踏まえ、老朽化対策や

更新投資に伴う財政負担をどのように見通しているの

か。また、国の支援制度の活用やＤＸ・ＡＸによる維持

管理の効率化を、持続可能な事業運営にどのように取り

入れていくのか伺う。 

(3) 本市は令和３年３月に受援計画を策定し、令和５年に

改訂している。能登半島地震や熊本地震の教訓を踏まえ

れば、受援体制の実効性を一層高める必要があると考え

る。毎年実施している合同防災訓練を通じて明らかにな

った課題について伺う。 

 

本市では、校舎の老朽化が進む中、トイレの洋式化な

どを進めているが、衛生環境の確保、児童の排泄行動へ

の影響、維持管理体制の強化など、対応すべき課題は多

岐にわたっている。 

こうした状況を踏まえ、学校トイレをめぐる現状と課

題、今後の改善に向けた取組について伺う。 

 

本市の中小企業を取り巻く経営環境は、物価、エネル

ギー価格、人件費の高騰に加え、中東情勢の不安定化に

伴う原材料費や物流コストの上昇、さらに人口減少・少

子高齢化による慢性的な人材不足などにより、企業収益

の悪化がうかがえ、地域経済全体への影響が懸念されて

いる。 

こうした状況を踏まえると、単なる負担軽減にとどま

らず、中小企業が持続的に経営できるための支援が不可

欠である。 

そこで、今までの中小企業支援の実績と成果、及び今

後の取組について伺う。 

 

令和８年３月27日閣議決定の「観光立国推進基本計

画」では、観光を地域経済を支える戦略産業と位置づけ、

持続可能な発展、地方誘客、交通・まちづくりとの連携、

新技術の活用を進める方針が示された。 

本市には地方誘客の受け皿として大きな可能性があ

る。国内外へ魅力を発信し、来訪を増やすため、今後ど

奥家水道事業

及び下水道事

業管理者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吉積学校教育

部長 

 

 

 

 

 

中村産業部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野市長 

 

 

 

 

 



  （ 4 枚中 3 枚目） 

 

表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 中山間地域医療

体制について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 「若者に選ばれ

るまち」の若者政

策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のような観光政策を進めるのか、以下伺う。 

(1) 浜名湖を中心とした本市の観光政策の今後について

伺う。 

(2) 表浜名湖の玄関口である弁天島地域の観光振興と今

後について伺う。 

(3) 本市が選ばれる観光地となっていくには、地域ＤＭＯ

である観光地域づくり法人としての浜松・浜名湖ツーリ

ズムビューローの役割は非常に重要である。本市とし

て、ビューローに期待することを伺う。 

 

本市の中山間地域では、高齢化の進行に加え、医師不

足、無医地区の存在、診療所の閉院リスク、交通手段の

制約などにより、医療アクセスの確保が大きな課題とな

っている。 

こうした状況を踏まえ、本市の中山間地域医療の今後

の体制について、以下伺う。 

(1) 本市中山間地域では、医師の高齢化が進み、後継医の

確保が極めて困難な状況である。既に無医地区が存在

し、診療所の閉院が続けば、さらなる無医地区化が現実

のものとなる。そこで、中山間地域医療の持続可能性を

確保するための施策を伺う。 

(2) 本市として、中山間地域医療の課題解決を進めるうえ

で、佐久間病院の機能強化をどのように進めるのか伺

う。 

 

本市は、人口減少を最重要課題とし、その最大要因に

若者の市外転出超過が明確に挙げられることから、若者

政策として「若者に選ばれるまち」を掲げ、教育・福祉・

産業・地域連携など多領域にまたがる施策を展開してい

る。 

今年度に新設された「教育・若者連携推進担当課長」

は、若者向け施策を全庁的に束ねる司令塔として期待さ

れる。令和８年度は“若者の地域定着・大学連携・高校

生支援”を中心に、具体的な新規事業を複数実施してい

る。 

そこで、以下伺う。 

(1) 本市は若者政策を、地方創生総合戦略の中でどのよう

に位置付けているのか。また、若者政策の戦略性につい

て、市としてどのように認識しているのか。 

(2) 大学・地域連携プラットフォームを設立し、大学との

連携や地域活動支援に取り組んでいるが、政策共創型の

大学連携について、今後の方向性を伺う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小笠原医療担

当部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  （ 4 枚中 4 枚目） 

 

表  題 質 問 内 容 答弁者の職名 

10 学びの多様化学

校について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 発達支援学級

（肢体不自由）の体

制充実について 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 学級編制基準の

運用と低学年への

学校支援員配置に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

先日開催された市民文教委員会において、現在休園中

である内野幼稚園を活用し、令和10年４月の学びの多様

化学校の開校を目指す方針が示されたところである。 

学びの多様化学校における特別の教育課程の編成及

び生徒一人一人に寄り添った指導・支援体制の検討に当

たっては、単に設置場所の選定にとどまることなく、本

市としてどのような学校像を掲げ、どのような学びを実

現しようとするのかを明確に示すことが重要である。 

ついては、本市における学びの多様化学校の目指す姿

と、その実現に向けた学びの視点について伺う。 

 

本市では、障害のある児童・生徒の教育的ニーズに応

じた学びの環境整備が求められている。発達支援学級

は、知的障害や自閉症・情緒障害を対象とする学級の整

備が進む一方、肢体不自由を対象とする学級は限られた

拠点校での設置にとどまり、通学負担が課題となってい

ることから、学校での受入体制及び通学支援の充実が必

要である。 

ついては、発達支援学級、特に肢体不自由学級の設置

状況、通学の現状と課題、並びに今後の拡充や環境整備

に向けた考え方について伺う。 

 

昨年度までに、公立小学校全学年における１学級当た

りの上限人数は35人に引き下げられた。本市では独自

に、小学校１年生から３年生までを対象とした「はまま

つ式30人学級編制」を行っていることは承知している。 

一方、ある小学校においては、児童数の減少に伴い、

これまで各学年４学級であった学級数が、本年度の１年

生では３学級となった。 

その結果、１学級当たり34人程度となり、昨年度の１

年生の１学級当たり29人程度と比較して５人から６人

増加したことから、低学年担任教員の負担増が懸念され

る。 

ついては、教員の負担軽減及び指導の質の確保の観点

から、以下伺う。 

(1) 今後、小・中学校の学級編制を見直す予定はあるか。 

(2) 学校支援員について、特に低学年へ重点的に配置する

ことはできないか。 

 

 

 

 

 

 

野秋教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野秋教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野秋教育長 

 

 


